
（平成２３年６月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案639 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年４月及び11年10月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和34年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年４月 

                          ② 平成11年10月 

       私は、300月以上の保険料納付済期間が無いと年金がもらえないと聞い

ていたので、定期的に保険料が納付できなかったときでも、納付期限内

には必ず納めるようにしてきた。 

申立期間①及び②に係る国民年金保険料の納付記録が未納となってい

ることに納得できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、いずれも１か月と短期間であるとともに、申立人

は、昭和61年の結婚後の国民年金加入期間において、申立期間①及び②を

除き未納期間は無く、適時、国民年金に係る資格取得等手続を滞りなく行

っていることなど、国民年金制度に対する理解は深く、保険料の納付意識

も高かったものと考えられる。 

 また、申立期間①について、国民年金保険料を共に納付していたとする

申立人の元夫については、申立期間①は納付済みとなっている上、申立期

間①の前後を通じて申立人の生活状況に大きな変化は認められないなど、

申立期間①の保険料納付を妨げる事情は見当たらない。 

 さらに、申立期間②について、申立人は、｢Ａ市区町村役場において、夫

の退職と再就職に伴う国民年金第３号被保険者の手続を行った際、国民年

金未加入期間が１か月あることが判明し、当時、私はまだ年金の受給資格

を満たしていなかったので、国民年金第１号被保険者加入手続を行い、当

該期間に係る保険料を納付した。｣と主張しているところ、オンライン記録



によれば、申立てどおり、申立期間②直後の平成12年１月18日に申立人の

国民年金第３号被保険者に係る資格喪失（平成11年10月28日付け）及び資

格取得（平成11年11月１日付け）処理が行われことが確認でき、このこと

についてＡ市区町村役場は、｢第３号手続以前の期間において、未加入の第

１号（強制被保険者）期間が確認された場合、当該期間に係る資格取得手

続及び保険料納付に係る事務処理が行われていたと思われる。｣ と回答し

ていることから、申立期間②に係る第１号被保険者資格取得に係る処理に

ついても当該第３号被保険者に係る手続と同時期に行われたものと推認で

き、前述の申立人の保険料の納付意識の高さを踏まえると、申立人の主張

内容に不自然さは無い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び

②に係る国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和30年６月１日から34年５月21日まで 

             ② 昭和35年11月１日から36年３月11日まで 

平成 19 年頃、社会保険事務所（当時）において、Ａ事業所とＢ事業所

に係る厚生年金保険被保険者期間について、昭和 40 年３月９日に脱退手

当金が支給済みとなっていることを知った。 

私は脱退手当金の手続をした記憶は無く、脱退手当金を受け取ってい

ない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から

約４年後の昭和40年３月９日に支給決定されたこととなっており、事業主

が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の後の期間に

申立人が勤務していたＣ事業所に係る被保険者期間については、その計算

の基礎とされておらず未請求となっており、申立人が申立期間のみを請求

し、支給日により近い当該被保険者期間を失念するとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された昭和40

年３月９日の約１か月後の同年４月１日に別の事業所に再就職し、厚生年

金保険の被保険者となっていることを踏まえると、その直前に脱退手当金

を請求するというのは不自然である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



徳島厚生年金 事案663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和21年４月13日から同年６月５日まで 

             ② 昭和26年７月17日から28年６月16日まで 

    申立期間①及び②について、脱退手当金を受給した記録になっている

が、私は、脱退手当金の支給申請を行っておらず、受領もしていないの

で、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするところ、両申立期間の間に申立人が勤務して

いたＡ事業所Ｂ工場に係る被保険者期間については、その計算の基礎とさ

れておらず未請求となっているが、これを失念するとは考え難い上、未請

求となっている被保険者期間と申立期間である２回の被保険者期間は同一

番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間が存在する

ことは事務処理上不自然である。 

   また、申立人に係る脱退手当金が支給決定された昭和28年当時の脱退手

当金の支給要件は、厚生年金保険被保険者期間が６月以上20年未満の女性

が婚姻等のため被保険者資格を喪失した場合であるところ、申立人は、28

年７月＊日に婚姻により姓を変更しているにもかかわらず、申立期間の最

終事業所（Ａ事業所Ｃ工場）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及

び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の氏名が変更されて

いないことなど、一連の事務処理が適正になされたものとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



徳島厚生年金 事案664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和19年３月１日から20年10月31日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場(現在は、Ｃ事業所)におけ

る資格取得日に係る記録を19年３月１日に、資格喪失日に係る記録を20年

10月31日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を50円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和19年３月１日から21年１月１日まで 

私は、昭和16年４月からＤ事業所（申立期間当時は、Ａ事業所に社名

変更され、現在は、Ｃ事業所）に入社し、18年４月に同社Ｅ工場から同

社Ｂ工場に異動となった。 

Ｄ事業所は、昭和19年にＡ事業所に社名変更されたが、当時、会社側

から、「健康保険、厚生年金保険は継続される。」と説明を受けたにも

かかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無いことに

納得できないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ｃ事業所が保管する「社会保険被保険者台帳」により、申立人が、昭

和19年３月１日付けでＡ事業所Ｂ工場に異動していることが確認できる

とともに、ⅰ）当該被保険者台帳において、申立人同様、Ｄ事業所Ｅ工

場からＡ事業所Ｂ工場に19年３月１日付けで異動していることが確認で

き、申立人と同質性の高い業務に従事していたとする同僚のＦ氏は、申

立人のことを記憶しており、「申立人は、私と一緒にＡ事業所Ｂ工場に

異動し、私が出征のため会社を退職した昭和20年２月以降も勤務してい

たと思う。少なくとも私が退職した時点では勤務していた。」と供述し

ていること、ⅱ）申立人は、Ａ事業所Ｂ工場の勤務中に終戦を迎え、20

年８月15日の終戦後も工場の残務整理と復旧作業に従事したと主張して

おり、その記憶は鮮明かつ具体的であること、ⅲ）申立人は、工場にお



ける人員整理により退職したと主張しているところ、Ｇ事業所Ｈ事務所

（Ａ事業所Ｂ工場は、Ｇ事業所Ｈ事務所の名称で厚生年金保険の適用事

業所に該当していたと推認される。）に係る健康保険労働者年金保険被

保険者名簿において、申立人が勤務を開始したＤ事業所Ｅ工場があるＩ

都道府県内において払い出された厚生年金保険手帳記号番号を持つ同僚

98人のうち、87人の同僚が、20年10月31日に資格喪失していることを踏

まえると、申立人の主張する人員整理が、当該時期に行われたものと推

認されることなどから判断すると、申立人は、申立期間のうち、19年３

月１日から20年10月30日までの期間において、Ａ事業所Ｂ工場に勤務し

ていたものと推認される。 

  また、Ｃ事業所が保管する社会保険被保険者台帳によれば、Ｄ事業所

Ｅ工場からＡ事業所Ｂ工場に昭和19年３月１日付けで異動し、申立人と

同質性の高い業務に従事していた同僚のＪ氏は、Ｇ事業所Ｈ事務所に係

る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、申立人同様、19年３

月以降の被保険者記録が確認できないところ、同氏は、Ａ事業所Ｂ工場

を退職した際に発行された送金明細書（昭和21年１月分）を所持してお

り、当該明細書において厚生年金保険料の控除が確認できる。 

さらに、日本年金機構Ｋ事務センターへ照会したところ、残存する前

述の被保険者名簿は書換え後の名簿であり、書換え前の名簿は戦災のた

め焼失したと考えられると回答していることなどから判断すると、当該

被保険者名簿に申立人の氏名は確認できないものの、申立人がＡ事業所

Ｂ工場において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た可能性がうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和19年

３月１日から20年10月31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無い

ことの原因としては、事業主の届け出漏れ、保険者による被保険者名簿

への記入漏れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険

者名簿の大規模な焼失等から半世紀も経た今日において、保険者も被保

険者名簿の完全な復元をなしえない状況の下で、申立人及び事業主にそ

の原因がいずれにあるのかの特定を行わせることは不可能を強いるもの

であり、同人らにこれによる不利益を負担させるのは相当ではないとい

うべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間のうち昭和19年３月

１日から20年10月30日までの期間について、勤務した事実及び事業主に

よる保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚生年金保険

の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと

認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等



の諸事情を総合して考慮すると、事業主は、申立人が19年３月１日に厚

生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険出張所（当時）

に行ったと認めるのが相当であり、かつ、申立人の申立てに係る事業所

における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は20年10月31日とすること

が妥当であると判断する。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、前述のＪ氏のＡ事業

所Ｂ工場における標準報酬月額の記録から、50円とすることが妥当であ

る。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、

被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相

当の欠落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以

上の事情を考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にある

ことが特定できない案件に関して、実情にあった適切な取扱い基準を定

め、これに対処すべきであるが、現時点ではこれが十分になされている

とは言えない。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和20年10月31日から21年１月１日までの期

間については、Ｃ事業所が保管する社会保険被保険者台帳等を確認して

も、申立人の勤務期間の終期を特定することができない上、複数の同僚

に照会しても、申立人の当該期間における勤務状況等に係る供述も得ら

れないことなど、当該期間における申立人の勤務実態等について確認す

ることができない。 

 そのほか、当該期間について、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和20年10月

31日から21年１月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 15 年５月 1 日から同年９月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の

標準報酬月額を 34 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成15年５月１日から19年４月１日まで              

    Ａ事業所に勤務していた申立期間に係る標準報酬月額が20万円と記録

されているが、実際に受け取っていた給与額より低い記録となっている。

調査の上、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「厚生年金特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することになる。 

  なお、厚生年金特例法に基づき記録の訂正等が行われるのは、上記の

額が社会保険庁（当時）の記録を上回る場合である。 

２ 申立期間のうち、平成15年５月から同年８月までの期間については、

オンライン記録において、当該期間に係る申立人の標準報酬月額は、厚

生年金保険被保険者資格を取得した同年５月１日において、34万円と記

録されていたところ、同年９月16日付けで同年５月に遡って20万円に減

額訂正されたことが確認できる。 



  また、オンライン記録によると、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当した平成 15 年５月１日付けで厚生年金保険被保険者の資格を

取得した申立人を含む６人全員について、同年９月 16 日付けで標準報酬

月額が資格取得日に遡って減額訂正されたことが確認できる。 

  さらに、申立人に係る「平成15年町県民税課税証明書」において確認

できる社会保険料控除額等を検証した結果、申立期間のうちの当該期間

については、減額訂正される前の標準報酬月額（34万円）に見合う厚生

年金保険料が申立人の給与から控除されていたことが推認される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所（当時）へ当初に届け出た 34 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る当該期間の保険料の事業主による納付義務を履行

したか否かについては、事業主から供述等は得られないが、申立人に係

る平成 15 年から 19 年までの町県民税課税証明書を検証した結果、前述

の 15 年５月から同年８月までの期間に係る標準報酬月額について 34 万

円から 20 万円へ減額訂正の事務処理が行われた以後の同年９月から 18

年 12 月までの期間について、標準報酬月額 20 万円に相当する厚生年金

保険料が給与から控除されていたことが推認されることを踏まえると、

事業主は、申立期間のうちの 15 年５月から同年８月までの期間に係る標

準報酬月額の減額訂正に係る届出を行ったものと認められ、その結果、

社会保険事務所は、減額訂正前の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

３ 一方、申立期間のうち、平成15年９月から18年12月までの期間につい

ては、申立人の当該期間に係る町県民税課税証明書から推計した厚生年

金保険料控除額等に見合う標準報酬月額が、社会保険庁の記録上の標準

報酬月額と同額又は下回っていることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成19年１月から同年３月までの期間につい

ては、当該期間に係る町県民税課税証明書において、厚生年金保険料等

の社会保険料控除額が計上されていない上、申立人は当該期間の給与明

細書等も所持していないことなど、申立人がその主張する標準報酬月額

に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、平成15年９月から19年３月までの期間については、申



立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に見合

う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

 



徳島国民年金 事案640 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和49年８月から53年３月までの国民年金保険料は、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和49年８月から53年３月まで              

    私の申立期間の国民年金保険料については、義母が納付してくれてい

た。調査の上、記録を訂正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金保険料納付に関与しておらず、保険

料を納付したとする申立人の義母は既に死亡していることから、申立期間

に係る保険料の納付状況等は不明である。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳及びＡ市区町村（現在は、Ｂ

市区町村）作成の国民年金被保険者名簿のいずれにおいても、申立期間の

保険料が、申立てどおり、納付されたことをうかがわせる記録は確認でき

ない上、申立期間は44月に及んでおり、これだけの長期間にわたって行政

機関の事務処理上の不備が連続して起こるとは考え難い。 

さらに、申立人の義母が国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



徳島厚生年金 事案666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和24年４月１日から32年12月４日まで 

私のＡ事業所における厚生年金保険被保険者期間は、請求した記憶が

無いにもかかわらず、社会保険事務所（当時）から脱退手当金として支

給されたことになっている。 

納得できないため、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、

Ａ事業所に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和33

年１月27日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、Ａ事業所は、「当時、退職する女性職員に対して脱退手当金につい

て説明を行い、会社が代理で社会保険事務所への請求手続を行っていた。」

と回答しているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立人の前後に記載されている女性計53人のうち、申立人

の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和32年12月４日の前後２年以

内に資格喪失した者７人の脱退手当金支給記録を確認した結果、６人に脱

退手当金の支給記録があり、６人全てが申立事業所に係る被保険者資格喪

失日から３か月以内に支給決定されている上、当該同僚のうち、連絡先が

確認できた二人の同僚は、「退職後、会社から金券か為替のようなものが送

付されてきて、一時金（脱退手当金）を受領した。」、「当時、脱退手当金に

ついて、会社の担当者が本人の意向を聞いて代理で請求手続を行ってい

た。」と各々に供述していることなどを踏まえると、申立人についても事業

主による代理請求がなされたものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手



当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


